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１．問題意識

都市再生特別措置法に基づく立地適正化

計画制度については、市街化区域内におい

て、居住機能誘導区域及びその内側に都市

機能誘導区域を面的に分けて指定する枠組

みが基本である。

この枠組みを前提にしつつ、立地適正化

計画の運用を円滑にするため、市町村独自

のゾーン区分を併用するなどの「現実に即

した運用のアイディア」（注１）を既に提案

したところである。

しかし、その後、実際の市町村の担当者

や学識経験者の意見などを踏まえ、より一

層、立地適正化計画の取り組みが促進され

るよう、さらに、運用改善の提案を行うも

のである。

２．立地適正化計画における居住機能と都

市機能の概念区分について

（１）立地適正化計画においては、都市再

生特別措置法第 81 条第１項で、施設

概念として、「住宅」と「都市機能増進

施設（医療施設、福祉施設、商業施設

など）」を区別し、ゾーンとしても、同

項第２項で「居住誘導区域」と都市機

能増進施設の立地誘導を図る「都市機

能誘導区域」を指定することになって

いる。

この居住機能と都市機能（居住以外

の機能）を明確に分けたことについて、

以下法制度と都市計画理論の双方の観

点から分析を進める。（図表－１）



（図表－１）立地適正化計画を説明する絵

（備考）国土交通省都市局、立地適正化計画のパンフレットから抜粋。水色が居住誘導区域、赤色が都市

機能誘導区域。

（２）都市機能のうち、居住機能を別に切

り分ける法制度上の枠組みは、これま

での都市計画法体系では初めてのこと

と考える。

例えば、都市計画法制の基幹法であ

る「都市計画法」においては、例えば、

第 13 条第７号で、「地域地区は、土地

の自然的条件及び土地利用の動向を勘

案して、住居、商業、工業その他の用

途を適正に配分することにより、都市

機能を維持増進し、かつ、住居の環境

を保護し、商業、工業等の利便を増進

し、良好な景観を形成し、風致を維持

し、公害を防止する等適正な都市環境

を保持するように定めること。」と規定

されている。

このように、「都市機能」という概念

は、住宅、商業、工業その他の用途等

全体に係る用語として、都市計画法上

は規定されている。

同様に、都市再開発法第２条第１号

の市街地再開発事業の目的である「市

街地の土地の合理的かつ健全な高度利

用と都市機能の更新」における「都市

機能」とは住宅、居住機能は当然に含

まれていると解されている。

それを前提にして、多くの住宅が密

集する地区での市街地再開発事業が実

施され、また、住宅用途の再開発ビル

の建設が行われていることは、周知の

とおりである。

その他、都市計画法体系の中では、

「都市機能」は居住機能を含んで規定

されており、明確に「都市機能」とい

う概念から居住機能という概念を切り

出し、双方とも並列して概念規定した



法令は、管見の限りみあたらない。

（３）実は、立地適正化計画制度を規定し

ている都市再生特別措置法においても、

立地適正化計画制度以外の部分では、

都市機能という用語は、居住機能を含

んだ意味で規定されている。

例えば、大都市等において、都市再

生特別地区などの特例措置を講じる

「都市再生緊急整備地域」の地域整備

方針において記述される「都市開発事

業を通じて実現すべき都市機能に関す

る事項」（都市再生特別措置法第 15 条

第２項第二号）では、図表－２に定め

る実際の記載例（左から三列目、二行

目の欄の二つ目の丸に「居住機能を始

めとする複合市街地の形成」と記述さ

れている。このように都市機能には、

居住機能が含まれたものとして解釈さ

れ、運用されてきている。

（図表－２）

（備考）内閣府地方創生本部事務局のホームページより抜粋。

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/toshisaisei/kinkyuseibi_list/

（４）以上の分析のとおり、立地適正化計

画制度においては、新たに、従来の用

法である都市に関する居住や商業、工

業から福祉、教育などすべてが含まれ

ている都市機能から、住宅・居住に関

する機能を分離して、「都市機能」と「居

住機能」という二つの概念をつくり、

それぞれが面的に区分できるものとし

て、概念規定をしている。

このような新しい概念を作り出した

ことについて、今までの都市計画法体

系の理論や実践からいって、課題がな

いかどうかを次に分析する。

なお、法律の文言上の整合性につい

ては、都市再生特別措置法第 81 条第

２項第三号において、都市機能誘導区

域を「都市機能増進施設」という狭い

概念から規定しているので、法技術上

問題はない。

３．都市計画理論からみた居住機能と都市

機能の分離の評価

（１）都市計画制度は、欧州において、産

業革命によって労働者が都市に集中し、

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/toshisaisei/kinkyuseibi_list/


様々な用途が混在することによって生

じた都市問題を解決するために生まれ

た制度的枠組みである。

このため、創設当初の都市計画、い

わゆる近代都市計画においては、住環

境を維持するため、居住機能と、工業、

業務、商業などの他の都市機能とを区

分する制度的枠組みが構築されてきた。

（注２）

（２）しかし、第二次世界大戦後、J・ジ

ェイコブスが『アメリカ大都市の死と

生』において、都市が多様性を確保す

るための要件として、「地区，そして，

地区内部の可能な限り多くの場所にお

いて，主要な用途が 2 つ以上，望まし

くは 3 つ以上存在しなければならな

い。」と指摘したように（注３）、戦後

の都市計画理論においては、住宅や商

業、業務など各種の用途が混在するこ

とを許容することによって、都市の多

様性を確保し、都市のにぎわいや安全

性が実現されるべきとの主張が主流と

なってきた。

（３）さらに、近年では、リチャード・フ

ロリダや三浦展など経営学者や社会学

者からも、都市を人と人の交流の場と

とらえることを前提として、都市計画

において、様々な用途が混在すること

を認め、都市の寛容性や多様性、さら

にイノベーションを生み出していくこ

との重要性が指摘されている。（注４）

（４）もちろん、都市の多様性を確保する

からといって、重化学工業団地など外

部不経済性の高い土地利用と住宅地が

隣接することを許容されるべきではな

い。

しかし、居住機能と商業機能、居住

機能と医療機能、居住機能と福祉機能

などの関係を現時点でみると、本来、

それぞれの機能が近接してこそ都市の

にぎわいや都市の多様性が確保できる

ものである。

それにもかかわらず、立地適正化制

度においては、これらの医療、福祉、

商業などの都市機能増進施設は、居住

誘導区域では立地誘導をせずに、居住

誘導区域の内側に設定される都市機能

誘導区域にのみ立地が誘導すべきだと

考えている。

これは、用途の混在、各種都市機能

の混在を進める都市計画理論の流れか

ら見ると、かなり、大胆な都市計画理

論の転換とみえる。

なお、ヨーロッパにおいて最初にコ

ンパクトシティを提唱したとされる欧

州委員会の「1990 都市環境緑書」にお

いては、用途を混在させて密度をあげ

る提案していることとも矛盾している

可能性もある。（注５）

（５）また、従来の近隣住区論、そして、

高齢者の歩行距離として限度といわれ

る 250ｍ程度の範囲での必要な利便施

設等の立地論を踏まえれば、高齢者が

居住する区域内に、ちょうど街区公園

（昔の児童公園）の配置計画に沿うよ

うな形で、食料や雑貨など生活に不可

欠なものが購入できる商業施設、さら

に、高齢者向けのデイケア施設、子育



て世帯が子どもを預ける保育所などの

子育て支援施設が立地することが望ま

しいという議論は十分に成立しうると

考える（注６）。

（図表－３）土地区画整理事業等の事業計画で参照される近隣住区の考え方

（備考）日本都市計画学会編著『都市計画マニュアルⅢ開発事業』（ぎょうせい、1985）ｐ50 から転載。

この観点からは、最近の都市計画

の考え方からいって、立地適正化計

画制度が無意識に前提としているよ

うな、「駅やバス停などの公共交通機

関の結節点においてのみ、これらの

高齢者向け施設や子育て施設が立地

すべきである」という発想をより柔

軟にした方がいいのではないか。

（６）立地適正化計画制度の立案担当者

は、以上のような、大胆な都市計画

理論の転換をねらったわけではなく、

筆者のいわゆる深読みなのかもしれ

ない。

仮にそうであれば、以下に述べる

ような、最近の都市計画理論を展開

方向も踏まえ、住宅市街地に柔軟に

高齢者支援施設や子育て支援施設が

誘導できるよう、運用改善の方向性

を検討してはどうだろうか。

４．立地適正化計画制度の運用改善の提

案

（１）立地適正化計画の主な支援制度と

しては、都市再生特別措置法第 83

条に規定されている都市再生整備計

画に基づく交付金（都市再構築戦略

交付金）と予算補助要綱でのみ規定

されている都市機能立地支援事業と

いう「補助メニュー」と、同法第 95

条以下で規定する、民間都市開発推

進機構による都市機能増進施設等に

対する出資という「金融支援メニュ

ー」の二つがある。



このうち、前者の「補助メニュー」

については、予算要綱上、鉄道駅か

ら１km 以内、バス停から 500ｍの

限定がついている。これに対して、

「金融支援メニュー」については、

鉄道駅等からの距離要件がついてい

ない。（注７）

これを踏まえて、地方公共団体に

対して、「補助メニュー」を期待する

場合と、金融支援メニューを期待す

る場合を区別して、立地適正化計画

の運用を考えることも可能と考える。

具体的には、「金融支援メニュー」に

ついては、立地適正化計画の運用基

準を緩和することを検討してはどう

か。

（２）都市再生特別措置法第 46 条の規

定に基づく都市再生整備計画の計画

内容については、補助メニューの場

合には、詳細な内容が必要とされ、

事前に国土交通省への報告が求めら

れている。これに対して、民間都市

開発推進機構の金融支援メニューだ

けを使う場合には、記載内容も簡略

にし、そして、国土交通省への報告

も不要にしている。（注６）

立地適正化計画について、この運

用と同様な運用を、導入することを

提案するものである。

（３）金融支援メニューを前提にした立

地適正化計画の運用改善の提案は以

下のとおり。

ア 居住機能と都市機能を分離しない

で、都市機能を一体的に考えるとい

う発想からは、居住機能誘導区域と

都市機能誘導区域を一体のものとし

て、設定することを許容すること。

（図表－４）

（図表－４）

（備考）筆者作成。



イ 上記アの運用のほかに、既に、都市

局も公式に認めているとおり（注７）、

当面、居住機能誘導区域を設定せずに、

金融支援メニューのある、都市機能誘

導区域及び都市機能増進施設の決定を

先行することを、積極的に認めること。

ウ 立地適正化計画において、住宅市街

地などでの高齢者支援施設や子育て支

援施設への金融支援を可能とするため、

市街化区域において、広く、都市機能

誘導区域を設定すること（図表－５）。

この運用は、上記のとおり、金融支援

措置については、鉄道駅等からの距離

要件がないことからも、是認されると

考える。

（図表－５）

（備考）筆者作成。

エ 同様に、住宅市街地において、高齢

者支援施設等への金融支援を可能とす

るため、具体的な高齢者支援施設等の

事業計画に合わせて、事業計画の区域

ごとに都市機能誘導区域と都市機能増

進施設の設定を可能とすること。（図表

－６）



（図表－６）

（備考）筆者作成。

このような運用にあたっては、「民間

事業者が、都市機能誘導施設として位

置づけた施設の事業計画を、市町村に

対して提案してきた場合には、追加的

に都市機能誘導区域及び都市機能増進

施設を指定する」という内容の記述を、

立地適正化計画の記載事項「住宅及び

都市機能増進施設の立地の適正化に関

する基本的な方針」（都市再生特別措置

法第 81 条第２項第一号）に、あらか

じめ記載しておく。

都市機能増進施設として定めた施設

（例えば保育所など）を、都市機能誘

導区域の外で建築しようとした場合に

は、民間事業者の市町村への届け出が

法律上義務づけられている。（都市再生

特別措置法第 108 条）

この制度を円滑に運用するとともに、

迅速に都市機能誘導区域及び都市機能

増進施設の指定が行えるよう、上述の

基本的な方針の記述を活用して、住民

への説明手続き等を簡素化することを

可能にする。

同時に金融支援措置を講ずることに

よって、都市機能増進施設の事業計画

の内容等についても、金融支援措置を

前提にして、市町村と民間事業者との

必要な調整が行えるようになると考え

る。

（４）なお、上記、図表―４、５、６にお

ける、都市機能増進施設が散在した絵

となっているのは、都市機能増進施設

の立地が、鉄道駅等の距離要件に限定

されないということを意味している。

それ以上に、都市機能増進施設が散在

した方が常に望ましいということを意

味しているのではない。

ただし、立地適正化計画制度が創設

された後に、北上市で策定された都市



計画マスタープラン地域別構想のよう

に、あじさいの花のように分散型に都

市機能を立地させる計画も現実に提案

されている。（図表－７）さらに、それ

について、都市計画関係の学識経験者

でも評価する向きもある。（注８）

これらの動きも踏まえれば、上記の

柔軟な運用の提案もそれほど突拍子も

ないものでもないことが理解されると

思う。

（図表－７）

（備考）北上市ＨＰから転載。http://www.city.kitakami.iwate.jp/docs/2016022200029/

（５）なお、参考までに、同じ抽象化レベ

ルで、補助メニューを前提にした立地

適正化計画のイメージは以下のとおり。



（図表―８）

（備考）筆者作成。

５．まとめ

以上に述べた、金融支援メニューを前

提にした場合の立地適正化計画制度の運

用改善の提案については、都市構造を人

口減少社会に併せて縮退させていくとい

う理念に反するとみえるかもしれない。

しかし、各都市の地域事情は様々であ

り、多様な居住機能誘導区域、都市機能

誘導区域及び都市機能増進施設の指定の

仕方があってしかるべきである。特に、

既述のような北上市の都市計画マスター

プランなどをみれば、より多様な運用を

許容すべきと考える。

予算要綱等で限定されている場合はい

ざしらず、その縛りのない、金融支援メ

ニューを前提にする場合には、柔軟な運

用の可能性を市町村に提示して、立地適

正化計画の策定に前向きに取り組んでも

らうとともに、都市機能増進施設につい

ても、できるだけ幅広に指定する方向を

目指してはどうだろうか。

より多くの市町村が、前向きに立地適

正化計画の策定に取り組めるよう、関係

者において、一層の立地適正化計画制度

の運用の柔軟化、改善が検討されること

を期待するものである。

（脚注）

１）参考文献１の第４章第２節参照。

２）参考文献２ｐ47 に記載のとおり、米国でも

ユークリッド判決で用途純化のゾーニングが

合憲とされてから、ゾーニングを主体とした

都市計画制度が cityを中心に普及していった。

３）参考文献３の第 8 章参照。

４）参考文献４の位置 No3562-3565、参考文献

５の p120，p154 参照

５）参考文献６のｐ159、岡部明子先生論文参

照。

６）拙稿「計画開発された住宅市街地の公園が

高齢者サービス成立の鍵になる」参照。

http://www.minto.or.jp/print/urbanstudy/pd

f/research_29.pdf

７）『都市局所管補助事業実務必携 平成 27 年

度版』（公益財団法人都市計画協会）ｐ

410,1196,1360 参照。

８）「都市再生特別措置法施行令の一部を改正す

る政令の円滑な運用等について（技術的助言）」

参 照 。

https://drive.google.com/file/d/0B_QeKG9M

y-WcSHoyODdweHctMms/view?usp=shari

ng

９）姥浦道生「地方創生を支える都市・農村空

間のあり方」（『明日の地方創生を考える』（東

https://drive.google.com/file/d/0B_QeKG9My-WcSHoyODdweHctMms/view?usp=sharing
https://drive.google.com/file/d/0B_QeKG9My-WcSHoyODdweHctMms/view?usp=sharing
https://drive.google.com/file/d/0B_QeKG9My-WcSHoyODdweHctMms/view?usp=sharing


洋経済新報社、2015）参照。

10）国土交通省都市局「立地適正化計画の作成

に係るＱ＆Ａ」（平成 28年２月８日一部改正）

Ｑ15 参照。
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